平成30年度第1回介護保険事業計画策定委員会議事録
日時　平成30年4月12日（木）19：00～19：47
場所　浜田市総合福祉センター 2階 会議室
開　会
（事務局）　最初に、第1回介護保険事業計画策定委員会が本日開催に延期となったことをお詫びする。

次に、第7期介護保険事業計画策定について、管理者への答申が完了（H30.3.7）したため、計画書及び概要版を配布する。また保険料について、浜田地区広域行政組合の議会において介護保険料基準額の条例改正が議決した（H30.3.29）ため、正式に決定した。
1 委員長あいさつ
答申のポイントについては、①看護小規模多機能型居宅介護または介護予防小規模多機能型居宅介護1事業所を整備すること、②第1号被保険者保険料の基準月額を420円引き上げて6,980円にするということだった。
2　報告事項
（1）　人事異動に伴う事務局体制の変更について　　　　　　 　 　　　  Ｐ1
　　   下欄【行政関係者】について、若干の人事異動があった。
（2）　年間スケジュール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｐ2
　  平成30年度は第7期事業計画初年度となり、『施設整備』について進行させていく予定である。このため、地域密着型サービス運営協議部会では「事業者選定」について、地域包括支援センター運営協議部会では「地域包括支援センター事業計画・実施報告」について協議する予定である。
3　協議事項
（1）　平成30年度地域包括支援センター事業実施計画について　　
ア　浜田市地域支援事業の事業概要について　　　　　　　　　 Ｐ3～Ｐ4
　　（ア）　介護予防・日常生活支援総合事業
通所型サービス事業（第1号通所事業）
　　　　 ａ　通所型サービスＡ
浜田市の運動施設（浜田スイミングプール・ペアーレ浜田・アクア　　　　　 みすみ）を活用して地域の独自性を構築したが、利用者がたいへん少なかったため実施しない。
ｂ　通所型サービスＢ
地域やＮＰＯ法人による発足の要望に応じた助成ができるよう予算化をしたが、始動するに至らなかったため一旦廃止する。
（イ）　一般介護予防事業
　       ａ　介護予防普及啓発事業
　　　　     昨年度との変更点は、「100歳体操」の取り組みに力を入れている　　　　　 ことで、器具の貸出や職員が出張して一緒に活動を進めていけるよう準備をしている。
（ウ）　新包括的支援事業
　     ａ　生活支援体制整備事業
　　　     生活支援コーディネーターを1名増員し、体制強化を行った。
　ｂ　在宅医療・介護連携推進事業
　　　     在宅医療・介護連携支援センターの設置は、包括支援センター内とする。
イ　江津市市地域支援事業の事業概要について　             Ｐ15～Ｐ17
　（ア）　一般介護予防事業
　     ａ　介護予防普及啓発事業
　　　     江津市では3年目となる「100歳体操（高齢者向けの筋力トレーニング）」に特に力を入れており、地域住民主体の介護予防教室という形で現在約800人（約30か所）が週1回以上のペースで参加されている。
　　     ｂ　地域介護予防活動支援事業
　　　     　「100歳体操」を取り組む上で必要となる初期費用（ＤＶＤ・テレビ等購入費・会場の賃借料など）を補助するもので、昨年度より少し枠を広げている。
　　（イ）　新包括的支援事業

　　     ａ　在宅医療・介護連携推進事業
　　　　     地域包括ケアの推進のためには介護との連携が重要であるため、平成30年度の早い時期に在宅医療介護連携支援センターの委託を完了するよう取り組む予定である。
　       ｂ　認知症地域支援・ケア向上推進事業
　　　       平成30年度で3年目となるが、参加者からの要望が多く、すでに2か所（資料では1か所と記載あり）が予定されている。
ウ　平成30年度 江津市地域包括支援センターの運営体制図　　      Ｐ18
　    昨年度までは、健康医療対策課長が地域包括支援センター長を兼務していたが、今年度から新たに健康医療対策課で主査を設け、センター長4名の体制を組んだ。また、新たにケアマネ嘱託職員を1名増員し、介護予防ケアマネジメント体制を整備した。
エ　平成30年度浜田地区広域行政組合地域支援事業の事業概要について
Ｐ24
（ア）　平成29年度と同一の事業であるが、事業費については若干の変更がある。これは総合事業が平成29年度は段階的移行であったが平成30年度は完全移行することにより、その部分に関する事業費が増額となったためである。
　  (イ)　任意事業について、平成29年度と同一の事業を行う。
　（委員長）　在宅医療・介護連携センターをどのように捉えているのか。

　（浜田市）　退院や転院などにより在宅に戻る際、ケアマネジャーや家族との話し合いにおける良好な橋渡しをする役割が在宅医療・介護連携支援センターだというイメージを持っていただきたい。
　　（委員長）　橋渡しができない状態が、まだまだ続くのではないかと思う。
　　（浜田市）　この問題は継続した重要課題である。在宅医療・介護連携センター設立による劇的な状況の変化は見込まれないが、少しでも役立てる機能を持たせたいと思っている。
　　（委員）　在宅医療・介護連携支援センターはどこに設置されるのか。また、在宅支援に関するコーディネートの要になるのか。
　　（浜田市）　浜田市地域包括支援センター内に併設する予定である。また、医療機関の地域連携室と並行する形でコーディネートの機能を持たせたい。
　　（江津市）　済生会で設置。地域包括支援センター（主に個別相談の役割）と在宅医療・介護連携支援センター（主に関係機関の調整及び地域連携室としての役割）等が、共に在宅と医療の連携を図っている。

　　（委員）　医療機関を退院するとき、在宅医療・介護連携支援センターが個別に関わってくるのか。
　　（江津市）　個別対応も含まれてはいるが、基本的には機関ごとの連携を構築することが主体だ。
　　（委員）　個別で動いている人達が、より効率的に機能できるように統括するところが新しいと思う。
　　（江津市）　ネットワークを作り、組織的に機能できるようなシステム構築を在宅医療・介護連携支援センターの中で行いたい。
　　（委員）　在宅医療・介護連携支援センターについて、設置の人員や場所はもう決定しているのか。
　　（江津市）　人員配置について、できれば済生会に行ってもらいたいが、今後検討していく。設置場所は、済生会内となる。
　（委員）　先日行われた江津市と医師会との会議において、済生会病院で職員配置をする方がより効率的だという話も出ているため、その方向で進めてほしい。
　　（委員）　在宅医療・介護連携支援センターの体制整備について、在宅に向けての医療と介護がどのように一体化していくのかという内容を明確にしなければ、結局は今までと変わらない状況になるだろう。このようにセンター設置については、不安要素が山積みだ。

　　（委員長）　すぐに答えは出ないが、そういう思いがあることをこの委員会で表出しておく必要がある。
　　（委員）　在宅医療・介護連携支援センターの体制のしくみが発展すれば、今後の在宅訪問診療が盛んになるだろう。
　　（事務局）　この在宅医療・介護連携推進事業は、第6期から包括的支援事業として加わってきたが、両市とも本格的な検討は今年度からであるため、事業化に向けて取り組みたい。
4　その他
　 次回の策定委員会は6月開催予定であり、通知を送付する。
　 また、浜田地区広域行政組合介護保険課は、4月23日から浜田市役所北分庁1階に事務所移転する予定である。ただし、今年度の策定委員会は引き続きこれまでと同じ会場（浜田市総合福祉センター 2階 会議室）を使用する予定である。
また、電話とＦＡＸ番号は現在のままで変更はしない。
（以　上）
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